別表第2(第40条)
保存期間
判定基準

長期保存
(1)　条例、規則、訓令、告示及び公告
(2)　議会の議案、議決書その他議会に関する重要な文書
(3)　職員の身分、進退、賞罰その他人事に関する重要な文書
(4)　訴訟及び不服申し立てに関する文書
(5)　許可又は認可に関する文書でその効力が10年を超えるもの
(6)　重要な財務に関する文書
(7)　特に重要な消防施策に関する文書
(8)　特に重要な契約に関する文書
(9)　表彰に関する文書
(10)　特に重要な調査、統計、報告、証明等に関する文書
(11)　特に重要な原簿台帳等
(12)　重要な事務引継ぎに関する文書
(13)　その他永年保存する必要がある文書

10年保存
(1)　議会に関する文書で永年保存でないもののうち重要な文書
(2)　職員の人事に関する文書で永年保存でないもののうち重要な文書
(3)　許可又は認可に関する文書でその効力が5年を超え、10年以下のもの
(4)　重要な消防施策に関する文書
(5)　重要な契約に関する文書
(6)　重要な調査、統計、報告、証明等に関する文書
(7)　重要な原簿台帳等
(8)　金銭の支払に関する証拠書類等出納経理に関する文書で重要なもの
(9)　その他10年間保存する必要がある文書

5年保存
(1)　許可又は認可に関する文書でその効力が3年を超え、5年以下のもの
(2)　契約に関する文書
(3)　調査、統計、報告、証明等に関する文書
(4)　金銭の支払に関する証拠書類等出納経理に関する文書
(5)　その他5年間保存する必要がある文書

3年保存
(1)　許可又は認可に関する文書でその効力が1年を超え、3年以下のもの
(2)　一般の消防施策に関する文書
(3)　その他3年間保存する必要がある文書

1年保存
(1)　許可又は認可に関する文書でその効力が1年未満のもの
(2)　庶務に関する文書
(3)　軽易な文書
(4)　その他1年間保存する必要がある文書

